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雇用の分野における女性活躍推進等に係る現状及び課題
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雇用の分野における女性活躍推進に関する検討会（第１回）
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１ 女性活躍の現状



女性の労働力人口と年齢階級別労働力率
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○ 令和５年の女性の労働力人口は3,124万人。総労働力人口に占める女性の割合は45.1％となっている。

○ かつて、女性の年齢階級別労働力率はＭ字カーブを描いていたが、令和５年ではカーブが浅くなり、台形に近づいている。

【労働力人口の推移】

（資料出所）総務省「労働力調査」
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労働力人口総数に占める女性割合（右目盛）
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注１） 平成22年から26年までの数値は、平成27年国勢調査基準のベンチマーク人口に基づいて遡及又は補正した時系列
接続用数値に置き換えて掲載した。また、平成27年から令和３年までの数値は、令和２年国勢調査基準のベンチマ－ク
人口に基づく時系列接続用数値を掲載している。

注２） 平成23年の数値は、東日本大震災の影響により、関連統計等を用いて補完的に推計した値である。
注３） 労働力人口総数に占める女性割合は、厚労省雇均局作成。
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【女性の年齢階級別労働力率（2023年）】



女性の年齢階級別就業率（雇用形態別）
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○ 年齢階級別に女性の就業形態をみると、「正規の職員・従業員」は25～29歳がピークとなっている。

○ 年齢別の就業率は、35～39歳を底に再び上昇していくが、若い年代（25～34歳）と比べて非正規雇用割合が上昇する傾
向がある。

女性の年齢階級別就業形態

（資料出所）総務省「労働力調査」（令和５年）
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正規の職員・従業員 パート・アルバイト 労働者派遣事業所の派遣社員

契約社員・嘱託 その他 役員

自営業主(内職者を含む） 家族従業者

正規の職員・従業員

パート・アルバイト

労働者派遣事業所の派遣職員

家族従業者

自営業主（内職者を含む）

役員

その他

契約社員
・嘱託

女性の役員を除く雇用者
２,７０９万人

うち正規の職員・従業員
１,２６８万人（４６.８％）

うち非正規の職員・従業員
１,４４１万人（５３.２％）



管理職等に占める女性割合

役職別管理職等に占める女性割合の推移（企業規模１００人以上） 管理的職業従事者に占める女性割合の国際比較

（資料出所）厚生労働省「令和4年賃金構造基本統計調査」より、厚労省雇均局作成

（％）

（年）

注１）平成30年調査から、常用労働者の定義が変更されている。
（変更前：１か月を超える期間を定めて雇われている者、変更後：１か月以上の期間を定めて雇
われている者）

注２）平成30年以前は、調査対象産業「宿泊業、飲食サービス業」のうち「バー、キャバレー、ナイト
クラブ」を除外している。

注３）令和２年から、賃金構造基本統計調査にて、推計方法（復元倍率）が変更されている。
注４）平成18年～令和元年分については、データの一部に遡及推計値を用いている。
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（資料出所）（独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2023」
いずれも2021年値

注１）日本の分類基準（日本標準職業分類）とその他の国の分類基準（ISCO-08）が異なるの
で、単純比較は難しいことに留意が必要。

２）ここでいう「管理職」は、管理的職業従事者（会社役員や企業の課長相当職以上や管理
的公務員等）をいう。

３）割合は、管理的職業従事者のうち女性の占める割合。
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○ 管理職等に占める女性の割合は長期的には上昇傾向にあるが、国際的に見ると依然その水準は低い。
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勤続年数
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（資料出所）厚生労働省「令和４年賃金構造基本統計調査」

勤続年数階級別一般労働者構成比の推移 一般労働者の平均勤続年数の推移
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性
昭和 平成
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注１）平成30年調査から、常用労働者の定義が変更されている。
（変更前：１か月を超える期間を定めて雇われている者、変更後：１か月以上の期間を定めて
雇われている者）

注２）平成30年以前は、調査対象産業「宿泊業、飲食サービス業」のうち「バー、キャバレー、ナイトクラブ」を除外
している。

注３）令和２年から、推計方法が変更されている。
注４）平成18年～令和元年分については、データの一部に遡及推計値を用いている。

令和
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○ 女性一般労働者の平均勤続年数は延びているが、男性よりいまだ短い（令和４年の平均勤続年数は男性13.7年に対して女

性9.8年）。
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注） 「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者をいう。



男女間賃金差異とその要因

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を用いて厚生労働省雇用環境・均等局作成

男女間賃金差異（※）の推移

1 「一般労働者」は、常用労働者のうち、「短時間労働者」以外の者をいう。
2 「短時間労働者」は、常用労働者のうち、１日の所定内労働時間が一般の労働者よりも短い又は１日の所定労働時
間が一般の労働者と同じでも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない労働者をいう。平成16年まで「パー
トタイム労働者」の名称で調査していたが、定義は同じである。

3 「正社員・正職員」とは、事業所で正社員、正職員とする者をいう。
4 平成30年調査から、常用労働者の定義が変更されている。（変更前：１か月を超える期間を定めて雇われて
いる者、変更後：１か月以上の期間を定めて雇われている者）

5 平成30年以前は、調査対象産業「宿泊業、飲食サービス業」のうち「バー、キャバレー、ナイトクラブ」を
除外している。

6 令和２年から、賃金構造基本統計調査にて、推計方法（復元倍率）が変更されている。
7 平成18年～令和元年分については、データの一部に遡及推計値を用いている。

（年）

（※）男性労働者の所定内給与額を100.0としたときの、女性労働者の所定内給与額の値

男女間賃金差異の要因（単純分析）（令和４年）

調整した事項

男女間賃金差異
男女間差異の縮

小の程度
②－①男女間差異

（調整前（原数
値））①

男女間差異
（調整後）②

役職

75.7

85.4 9.7

勤続年数 79.4 3.7

学歴 77.2 1.5

労働時間 77.6 1.9

年齢 76.3 0.6

企業規模 75.7 0.0

産業 73.6 -2.1

（注） １ 「調整前（原数値）」は男性100に対する、実際の女性の賃金水準
２ 「調整後」は女性の各要因の労働者構成が男性と同じと仮定した場合の賃金水準

○ 男女間賃金差異は長期的には縮小傾向にある。

○ 男女間賃金差異の要因で最も大きいのは、役職の違い（管理職等比率）であり、次いで勤続年数の違いとなっている。
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男女間賃金差異の国際比較

○ 国際的に見ると依然男女間賃金差異は大きい。
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注）原則、フルタイム労働者の週あたり総収入が対象

（資料出所）（独）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較２０２３」

男女間賃金差異（男女の中位所得の差を男性中位所得で除した数値）の国際比較
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（年）



２ 女性活躍推進法の施行状況



女性活躍推進法の施行状況について（民間事業主関係）
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行動計画の策定・届出が義務となっている企業（常時雇用する労働者101人以上

の企業）について、行動計画の策定・届出率は、全国で97.7%。（義務対象企

業数50,989社中、届出企業数は49,801社）

（※ 行動計画の策定・届出が努力義務となっている企業（常時雇用する労働者

100人以下の企業）について、行動計画の策定の届出企業数は7,890社。）

１．行動計画の策定状況（令和５年12月末日時点）

女性の活躍状況が優良なえるぼし認定企業は、全国で2,534社。

うち、３段階目は1,735社、２段階目は786社、１段階目は13社。

また、えるぼし認定企業のうち、女性の活躍推進に関する取組の

実施状況が特に優良である等の一定の要件を満たした場合の

プラチナえるぼし認定（令和２年６月１日施行）は、47社。

２．女性の活躍状況が優良な企業の認定（えるぼし認定）の認定状況

（令和５年12月末日時点）

女性活躍推進法に基づく情報公表事項を掲載できる「女性の活躍推進企業データベース」へ女性の活躍状況を公表

している企業数は、30,810社。一般事業主行動計画を掲載している企業数は41,806社。

また、行動計画の策定・届出が義務となっている企業（101人以上企業）のうち、「女性の活躍推進データベー

ス」へ女性の活躍状況を公表している企業数は24,381社（47.8%）、一般事業主行動計画を掲載している企業数

は29,636社（58.1%）。

３．女性の活躍推進企業データベースの掲載状況（令和5年12月末日時点）

企業数 届出数 届出率

101人
以上

50,989社 49,801社 97.7%

301人
以上

17,957社 17,574社 97.9%

101～
300人

33,032社 32,227社 97.6%



男女間賃金差異の情報公表状況

※義務対象企業17,370社のうち、女性の活躍推進企業データベースに加え、厚生労働省が把握

した14,577社の公表数値の平均値（令和６年１月19日時点）

全労働者 正規雇用労働者 非正規雇用労働者

男女間賃金差異の平均値（対象：301人以上事業主）

69.5% 75.2% 80.2%

男性の賃金に対する
女性の賃金の割合
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○ 男女間賃金差異の情報公表については、女性活躍推進法に基づき、常時雇用する労働者数301人以上の事業主に対し、令和

４年７月８日から義務付けられ、公表時期は各事業年度が終了し、新たな事業年度が開始した後おおむね３ヶ月以内とされ

ているところ。



３ 働く女性の健康支援の現状
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なんらか困っ

た経験を有し

ている

51.5%

該当するも

のはない

48.5%

5.4%

7.2%

19.2%

19.2%

42.9%

71.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

女性のがん

不妊・妊活

メンタルヘルス

更年期障害

PMS（月経前困難症候群）

月経関連の症状や疾病

女性特有の健康課題により職場で困った経験の有無

（複数回答）

（資料出所）経済産業省「働く女性の健康推進に関する実態調査2018」より、厚生労働省雇用環境・均等局作成

○ 勤務先で女性特有の健康課題や症状で困った経験の有無について、困った経験があるという回答比率は 51.5％であり、半数以上の女性

が何らかの困った経験を有している。具体的な健康課題・症状としては、「月経関連の症状や疾病」、「PMS（月経前症候群）」、

「更年期障害」、「メンタルヘルス」が主である。

女性特有の健康課題により職場で困った経験の有無
職場で困った具体的な健康課題・症状

n=2,400



女性特有の健康課題が仕事に与える影響
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あきらめなくて

はならないと感

じた経験がある

42.5%

そういう経

験はない

57.5%

あきらめなくてはならないと感じたことの内容

・「正社員として働くこと」57.9%

・「昇進や責任の重い仕事につくこ

と」48.0%

・「希望の職種を続けること」38.1%

・「管理職となること」32.5%

・「研修や留学、赴任などのキャリア

アップにつなげること」27.1%

（複数回答）

n=2,400

（資料出所）経済産業省「働く女性の健康推進に関する実態調査2018」より、厚生労働省雇用環境・均等局作成

○ 女性従業員の約４割が女性特有の健康課題などにより「職場で何かをあきらめなくてはならないと感じた経験」がある。具体的な内容

としては、「正社員として働くこと」「昇進や責任の重い仕事につくこと」が多い。

女性特有の健康課題により

何かをあきらめなくてはならないと感じた経験の有無



31.6

10.3
24.5

5.1

28.4

生活全般や仕事に与える不快な症状は？

生理前・生理中いずれも症状が強い

生理前のみ症状が強い

生理中のみ症状が強い

治療して軽減している

症状は強くない

（％）治療して
症状が軽減
している

5.1%

生理休暇を利用しにくい要因として、

「男性上司に申請しにくい」が

61.8％、「利用している人が少ない

ので申請しにくい」が50.5％と高い

割合になっている。

→ 申請先が男性上司であることや、

利用している人が少ないこと、同僚

の目が気になること等により、申請

しづらい。

生理による不快な症状について、

「症状が強いが我慢している」と回答

した女性の割合は66.4％。

→ 生理による不快な症状が強い場合

であっても、休暇を取得して通院する

ことなく、我慢する傾向にある。

女性労働者のうち、令和２年度中に生

理休暇を請求した者の割合は0.9％。

→ 制度があるが、労働者は生理休暇

をほとんど利用していない。

症状が強いが
我慢している

66.4% 61.8

50.5

36.2

33.9

25.5

6.2

0 20 40 60 80

男性上司に申請しにくい

利用している人が

少ないので申請しにくい

休んで迷惑をかけたくない

利用するほど症状が

ひどくないので申請しにくい

男性の同僚の目が

気になる

申請しても認められない

「生理休暇の利用しにくさ」で

当てはまるのは？
（％）

生理に対する女性の認識と生理休暇の利用状況

（資料出所）日経BP「20～40代働く女性1956人の生理の悩みと仕事と生活調査」（令和３年）、厚生労働省「雇用均等基本調査」（令和２年度）15

3.3%

1.6%
0.9% 0.9%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

女性労働者のうち、生理休暇

を請求した者の割合



不妊治療と仕事の両立状況

不妊治療と仕事の両立状況（治療中・治療経験者）

16

（資料出所）厚生労働省「不妊治療と仕事の両立に係る諸問題についての総合的調査」（令和５年度）※速報値

26.1％

○ 不妊治療を受ける夫婦は約4.4組に１組となっている（国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査」（令和３年６

月））。一方、不妊治療経験者のうち26.1%が仕事と両立できずに離職、不妊治療の中止、又は雇用形態の変更をしている。



不妊治療と仕事の両立が難しいと感じる内容

治療と仕事の両立が難しいと感じる内容 （両立中・両立経験者）

17

67.1%

53.2%

45.6%

30.4%

29.1%

25.3%

17.7%

11.4%

0.0%

8.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

通院回数が多い

精神面で負担が大きい

待ち時間など通院にかかる時間が読めない、
医師から告げられた通院日に外せない仕事が

入るなど、仕事の日程調整が難しい

病院と職場と自宅とが離れていて、移動が負
担である

仕事がストレスとなり不妊治療に影響が出る

体調、体力面で負担が大きい

職場の理解やサポートが得られない

長時間労働である

その他

難しいと感じたことはない

49.2%

36.5%

31.7%

31.7%

27.0%

23.8%

23.8%

20.6%

1.6%

14.3%

0% 20% 40% 60%

精神面で負担が大きい

通院回数が多い

体調、体力面で負担が大きい

仕事がストレスとなり不妊治療に影響が出る

病院と職場と自宅とが離れていて、移動が負
担である

待ち時間など通院にかかる時間が読めない、
医師から告げられた通院日に外せない仕事が

入るなど、仕事の日程調整が難しい

長時間労働である

職場の理解やサポートが得られない

その他

難しいと感じたことはない

(女性：n=79) (男性：n=63)

（資料出所）厚生労働省「不妊治療と仕事の両立に係る諸問題についての総合的調査」（令和５年度）※速報値

○ 不妊治療と仕事の両立が難しいと感じる内容として、男女ともに多いのは「通院回数の多さ」「精神面での負担」であり、女性からは

「通院と仕事の日程調整の難しさ」も多く挙げられている。



不妊治療と仕事との両立に係る会社への希望・行政に望む支援

20.8%

20.1%

17.6%

13.8%

13.1%

9.0%

8.7%

7.6%

6.9%

6.6%

5.9%

0.0%

20.8%

0% 10% 20% 30% 40%

不妊治療に利用可能な休暇制度

有給休暇など現状ある制度を取りやすい環
境作り

通院・休息時間を認める制度

有給休暇を時間単位で取得できる制度

テレワークなどの柔軟な勤務を可能とする
制度（勤務時間、勤務場所）

休職制度

会社や組織（健康保険組合含む）が不妊治
療の費用を助成する制度

失効年休の積立制度

業務配分の見直しや人員補充など、休暇や
短時間勤務などで同僚等に負荷がかからな

いような仕組み

上司・同僚の理解を深めるための研修

人事等管理部門や専門家に相談できる体制

その他

特に希望することはない

(n=289)

会社等への希望（治療中・治療経験者・治療予定者） 行政に望む支援（治療中・治療経験者・治療予定者）

30.4%

27.7%

26.0%

25.3%

15.9%

14.9%

8.7%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

企業における不妊治療と仕事との両立を
支援するための勤務時間、休暇等に関す

る制度の導入を促す

不妊治療と仕事との両立を支援する企業
への支援・助成

不妊治療への国民・企業の理解を深める

企業が不妊治療を行う労働者への対策を
行った場合の助成金

不妊治療と仕事との両立を行っている
人・両立支援をしている企業の事例紹

介、ネットワークの形成

企業における相談体制の整備を促す

企業外の相談体制の整備

その他(n=289)
18

（資料出所）厚生労働省「不妊治療と仕事の両立に係る諸問題についての総合的調査」（令和５年度）※速報値

○ 不妊治療と仕事を両立する上での会社等への希望としては、「不妊治療のための休暇制度」、「有給休暇など現状ある制度を取りや

すい環境作り」、「通院・休息時間を認める制度」が多くなっている。

○ 不妊治療と仕事との両立を図るために行政に望む支援は、「企業における不妊治療と仕事との両立を支援するための勤務時間、休暇等

に関する制度の導入を促す」が最も多い。



４ ハラスメント対策の現状及び施行状況



都道府県労働局へのハラスメントに関する相談件数の状況

20

※ 令和２年６月、労働施策総合推進法が施行され、企業の職場におけるパワーハラスメントに関する紛争は同法に基づき対応することとなったため、いじめ・嫌がらせに関する個別労働紛争に基づく対応と
パワーハラスメントに関する労働施策総合推進法に基づく対応は令和２年度以降別途計上している。

※ 「個紛法におけるいじめ・嫌がらせに関する相談件数」以外の相談件数には、企業からの法令内容に関する問合せなどの件数も含まれている。

69,932

50,840

6,849

1,926

1,809 896

83,285 
86,651 

95,754 
99,533 

108,497 

121,746 

132,252 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

育児・介護休業法における介護休業等に関するハラスメントの防止措置に関する相談件数

育児・介護休業法における育児休業等に関するハラスメントの防止措置に関する相談件数

男女雇用機会均等法における妊娠・出産等に関するハラスメントに関する相談件数

男女雇用機会均等法におけるセクシュアルハラスメントに関する相談件数

労働施策総合推進法におけるパワーハラスメントに関する相談件数

個紛法におけるいじめ・嫌がらせに関する相談件数

（資料出所）厚生労働省「都道府県労働局雇用環境・均等部（室）における法施行状況について」（令和４年度）より、厚生労働省雇用環境・均等局作成

○ 均等法、育介法、労推法では、セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に関するハラスメント、育児休業等に関するハ

ラスメント、パワーハラスメントについて雇用管理上の措置義務を課し、ハラスメントの防止を図っている。しかし、法制

定後も、労働局へのハラスメントの相談件数は高止まりしている状況。



セクシュアルハラスメント防止対策の取組の

有無別企業割合

パワーハラスメント防止対策の取組の有無別企

業割合

妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント防止

対策の取組の有無別企業割合

85.9

100.0

100.0

99.4

97.5

93.5

80.8

14.1 

0.6

2.5

6.5

19.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

規模計

5,000人以上

1,000～4999人

300～999人

100～299人

30～99人

10～29人

（％）

取り組んでいる 取り組んでいない

81.5

100.0

100.0

98.7

94.2

88.6

76.3

18.5

1.3

5.8

11.4

23.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

規模計

5,000人以上

1,000～4999人

300～999人

100～299人

30～99人

10～29人

（％）

取り組んでいる 取り組んでいない

84.4

100.0

100.0

97.5

96.6

90.9

79.6

15.6

2.5

3.4

9.1

20.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

規模計

5,000人以上

1,000～4999人

300～999人

100～299人

30～99人

10～29人

（％）

取り組んでいる 取り組んでいない

ハラスメント防止対策に取り組んでいる企業割合

（資料出所）厚生労働省「雇用均等基本調査」（令和４年度）

○ 各ハラスメント防止対策に取り組んでいる企業割合（令和４年度）は、セクシュアルハラスメント防止対策が85.9％、妊

娠・出産・育児休業等に関するハラスメント防止対策が81.5％、パワーハラスメント防止対策が84.4％となっている。

21



22

図１ 過去３年間のハラスメント相談件数の傾向（ハラスメントの種類別） 図２ 過去３年間のハラスメント該当件数の傾向（ハラスメントの種類別）

（対象：過去３年間に各ハラスメントまたは不利益取り扱いに関する相談を取り扱った企業）

（対象：全企業 単位％）【企業調査】
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顧客等からの著し

い迷惑行為

(n=1247)

就活等セクハラ

(n=33)

該当すると判断した事例の件数が増加している

該当すると判断した事例があり、件数は変わらない

該当すると判断した事例の件数は減少している

該当すると判断した事例はあるが、件数の増減は分からない

過去３年間に該当すると判断した事例はない
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0.7 

8.3 
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65.5 
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8.2 

4.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パワハラ(n=6408)

セクハラ(n=6407)

妊娠・出産・育児休業等ハラスメント(n=6410)

介護休業等ハラスメント(n=6385)

顧客等からの著しい迷惑行為(n=6365)

就活等セクハラ(n=6381)

過去３年間に相談件数が増加している

過去３年間に相談があり、件数は変わらない

過去３年間に相談件数は減少している

過去３年間に相談はあるが、件数の増減は分からない

過去３年間に相談はない

過去３年間に相談の有無を把握していない

（対象：全企業) ※無回答、無効回答を除く

企業におけるハラスメントの発生状況

（資料出所）厚生労働省「職場のハラスメントに関する実態調査」（令和２年度）

○ 過去３年間に各ハラスメントの相談があったと回答した企業の割合（令和２年度）をみると、高い順にパワハラ（48.2%）、セクハラ

（29.8%）、顧客等からの著しい迷惑行為（19.5%）、妊娠・出産・育児休業等ハラスメント（5.2%）、介護休業等ハラスメント

（1.4%）、就活等セクハラ（0.5%）であった。（図１）

○ 過去３年間に各ハラスメントの相談のうち、実際にハラスメントに該当すると判断した企業の割合をみると、顧客等からの著しい迷惑

行為（92.7%)、セクハラ（78.7%）、パワハラ（70.0%）の割合が、介護休業等ハラスメント（21.9%）、妊娠・出産・育児休業等ハ

ラスメント（47.9%）の割合より高い結果となった。（図２）
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過去３年間にハラスメントを受けた経験

2.1 

1.5 

6.3 

7.4 

4.2 

16.1 

5.5 
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9.0 

85.0 

89.8 

68.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

顧客等からの著しい迷惑行為

セクハラ

パワハラ

何度も繰り返し経験した 時々経験した 一度だけ経験した 経験しなかった

15.0%

10.2%

（対象：全回答者 n=8000）

31.4%

労働者がハラスメントを受けた経験

（資料出所）厚生労働省「職場のハラスメントに関する実態調査」（令和２年度）

○ 過去３年間で勤務先で受けたハラスメントとして、パワハラ、セクハラ、顧客等からの著しい迷惑行為の中では、パワハラを経験した

者の割合（31.4％）が最も高く、次いで顧客等からの著しい迷惑行為を経験した者の割合（15.0％）が高かった（令和２年度）。
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就職活動等においてセクシュアルハラスメントを受けた経験

（資料出所）厚生労働省「職場のハラスメントに関する実態調査」（令和２年度）
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就活等セクハラを受けた後の行動（男女別）

（※）この調査では、就職活動
中のセクハラだけでなく、イン
ターンシップ参加中のセクハ
ラの経験についても調査して
おり、就職活動中またはイン
ターンシップ参加中に経験し
たセクハラを「就活等セクハ
ラ」としている。

（対象：全回答者 n=1000）

（対象：就活等セクハラを受けた者）

25.5%

○ 回答者の中で、就職活動中またはインターンシップ参加中にセクハラ（就活等セクハラ(※)）を経験した者の割合は25.5%であった。男

女別では、男性の方が高かった。就活等セクハラを受けた後の行動としては、「何もしなかった」が最も高く、「大学のキャリアセン

ターに相談した」等が続いた。


